
広報 久万高原10月号 ２

普通会計　決算の内訳

歳入合計　109億7,051万円 歳出合計　98億249万円

　
令
和
４
年
度
の
普
通
会
計
の
歳

入
総
額
は
、
前
年
度
よ
り
５
億
３

７
６
万
円
、
４
・
４
％
の
減
と
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
地
方
創

生
臨
時
交
付
金
の
１
億
２
６
８
万

円
の
大
幅
減
な
ど
に
よ
る
国
庫
支

出
金
の
減
少
や
、
昨
年
度
実
施
し

た
防
災
情
報
伝
達
シ
ス
テ
ム
・
情

報
通
信
基
盤
整
備
事
業
な
ど
大
型

事
業
の
終
了
に
伴
う
地
方
債
の
減

少
な
ど
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
町
の
歳
入
は
、
地
方
交
付
税
を

は
じ
め
、
国
・
県
支
出
金
な
ど
の

依
存
財
源
が
全
体
の
72
・
２
％
を

占
め
、
町
税
な
ど
の
自
主
財
源
は

27
・
８
％
に
留
ま
っ
て
い
ま
す
。

今
後
、
地
方
交
付
税
は
減
少
が
予

想
さ
れ
、
少
子
高
齢
化
に
よ
る
就

労
人
口
の
減
少
な
ど
で
町
税
も
大

幅
な
増
加
は
見
込
め
ま
せ
ん
。
安

定
し
た
財
政
運
営
の
た
め
に
、
幅

広
く
財
源
の
確
保
に
努
め
て
い
き

ま
す
。

　
歳
出
総
額
は
、
対
前
年
度
比
６

億
６
８
０
０
万
円
、
６
・
４
％
減

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
ス

ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
整
備
工
事
な
ど
の

普
通
建
設
事
業
費
、
環
境
保
全
基

金
や
減
債
基
金
な
ど
の
積
立
金
、

住
民
税
非
課
税
世
帯
に
対
す
る
臨

時
特
別
給
付
金
を
は
じ
め
と
す
る

扶
助
費
な
ど
が
減
額
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　
一
方
、
令
和
４
年
度
は
記
録
的

な
豪
雪
や
台
風
な
ど
、
災
害
の
影

響
を
大
き
く
受
け
た
こ
と
に
よ
り

災
害
復
旧
費
が
70・５
％
の
増
額

と
な
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、維
持
補

修
費
は
前
年
よ
り
54・２
％
増
加
し

て
お
り
、今
後
も
施
設
の
老
朽
化
に

伴
って
増
加
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
効
果
的
な
予
算
執
行
の
た
め
、

事
業
の
検
証
や
見
直
し
の
徹
底
な

ど
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
公
債

費
の
削
減
（
借
金
の
返
済
）
を
計

画
的
に
進
め
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ

た
財
政
基
盤
の
構
築
に
努
め
て
い

き
ま
す
。

令
和
４
年
度
の
各
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り

ま
し
た
の
で
、
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令
和
４
年
度
決
算
報
告

１
　
普
通
会
計
　
歳
入

２
　
普
通
会
計
　
歳
出

歳出合計
98億
249万円

歳入合計
109億
7,051万円

自主財源
（27.8％）

依存財源
（72.2％）

地方譲与税ほか（4.6％）
5億254万円 町税（7.9％）

8億7,193万円

繰越金（5.3％）
5億8,378万円

県支出金（5.1％）
5億5,941万円

国庫支出金（10.2％）
11億1,669万円

町債（6.4％）
7億280万円

国庫支出金（10.2％）
11億1,669万円

町債（6.4％）
7億280万円

地方交付税（46.0％）
50億4,468万円

繰入金（9.6％）
10億4,986万円

その他（4.9％）
5億3,881万円

繰入金（9.6％）
10億4,986万円

その他（4.9％）
5億3,881万円

その他
経費

（51.2％）

投資的
経費

（13.2％）

義務的
経費

（35.6％）

災害復旧事業費（3.7％）
3億6,407万円

物件費（17.5％）
17億1,310万円

維持補修費
（0.8％）
8,243万円

投資・出資・貸付金（0.2％）
2,023万円

積立金（1.5％）
1億4,350万円

普通建設事業費（9.5％）
9億3,361万円

公債費（8.4％）
8億2,549万円

扶助費（5.8％）
5億6,862万円

補助費等
（20.5％）
20億1,366万円

繰出金（10.7％）
10億4,464万円

普通建設事業費（9.5％）
9億3,361万円

公債費（8.4％）
8億2,549万円

扶助費（5.8％）
5億6,862万円

補助費等
（20.5％）
20億1,366万円

繰出金（10.7％）
10億4,464万円

人件費（21.4％）
20億9,313万円
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使ったお金【歳出】 １カ月
(円)

１年間(実際)
（千円）

生活費 99,700 4,374,851
　うち食費 【人件費】 47,700 2,093,130
　うち医療介護費 【扶助費】 13,000 568,623
　うち光熱水費 【物件費】 39,000 1,713,098
自宅の修繕・改築 31,500 1,380,112
　家や庭の修繕・改築【普通建設費・維持補修費など】 23,200 1,016,040
　事故の際の特別出費【災害復旧事業費】 8,300 364,072
仕送り 70,100 3,078,532
　子どもへ 【繰出金】 23,800 1,044,643
　親戚へ 【補助費・出資金・貸付金】 46,300 2,033,889
ローンの返済 【公債費】 18,800 825,487
預貯金 【積立金】 3,300 143,503

合　計 223,400 9,802,485

ま　と　め

【形式収支】
【翌年度に繰り越すべき財源】
【実質収支】

(実際)１カ月
(円)

１年間
（千円）

収入から支出を引いた額 26,600 1,168,024
次の年に使い道を決めている額 8,900 390,905
実質的な黒字の額 17,600 777,118

貯金・借金の残高 
（年度末現在）

家計換算
(円)

実際の額
(千円)

貯金 【基金の現在高】 1,479,000 5,407,596
ローン残高 【町債の残高】 2,551,000 9,329,747

入ったお金【歳入】 １カ月
(円)

１年間(実際)
（千円）

給料 195,789 8,591,609
　うち基本給【町税・寄附金・使用料など】 69,370 3,044,089
　うち手当 【地方交付税・譲与税・交付金】126,419 5,547,520
親からの援助【国県支出金】 38,196 1,676,100
ローン借入 【町債】 16,015 702,800

合　計 250,000 10,970,509

久万高原町の家計簿の状況（令和４年度　普通会計決算統計から）
　　　　　　　　年収３００万円（月収２５万円）の家計に例えると…

令和４年度の大きな支出 支出額

公共土木施設災害復旧事業（単独） 9,646万円

林道施設災害復旧事業（町単独） 7,737万円

し尿処理施設整備事業 5,792万円

町道除雪作業業務委託事業   5,271万円

道路メンテナンス事業（橋りょう） 4,890万円

注記：表内の金額は令和４年度の支出額を表しています。したがって、総事業費とは異なります。

　

公共土木施設災害復旧事業
　

林道施設災害復旧事業
　

町道除雪作業業務委託事業

※それぞれの数字は端数処理しています。
　
※扶助費とは、社会保障の一環として、高齢者、児童などへ行って
　いる援助に必要な経費です。
　
※繰出金とは、特別会計が安定した運営を行うために一般会計から
　支出する経費です。
　
※補助費とは、各種団体・個人などへの補助金や企業会計へ補助を
　する経費です。
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特
別
会
計
に
お
い
て
は
、
実
質
収
支
が
２
億
１
８
０

８
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
企
業
会

計
に
お
い
て
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
厳
し
い
社
会
情

勢
に
お
い
て
も
経
営
の
健
全
化
に
向
け
、
企
業
努
力
を

行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
。
一
方
、
両
会
計
に
お
い
て
は

一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
で
収
支
の
均
衡
を
図
っ
て
い

る
面
も
あ
る
た
め
、
繰
入
金
の
削
減
を
目
指
す
よ
う
努

め
て
ま
い
り
ま
す
。

３
　
特
別
会
計
と
企
業
会
計

特別会計の決算状況

会 計 名 歳　入 歳　出 実質収支

国 民 健 康 保 険 事 業

国民健康保険診療所事業

後期高齢者医療保険事業

介 護 保 険 事 業

訪 問 看 護 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

公 共 下 水 道 事 業

浄 化 槽 事 業

分 譲 宅 地 造 成 事 業

1,363万円

1,208万円

375万円

1億3,230万円

4,508万円

582万円

555万円

△56万円

43万円

10億4,962万円

4,660万円

1億6,421万円

18億5,842万円

4,350万円

1億9,061万円

2億4,168万円

4,727万円

553万円

10億6,325万円

5,868万円

1億6,796万円

19億9,072万円

8,858万円

1億9,643万円

2億4,723万円

4,671万円

596万円

病院事業の決算状況

区　　分 収　　入 支　　出 純 利 益

収益的収支 9億7,524万円 9億7,616万円 △92万円

資本的収支 2,123万円 3,498万円 △1,375万円

2億9,775万円 3億46万円 △271万円

2,788万円 4,178万円 △1,390万円

3億7,206万円 3億7,339万円 △133万円

3億2,235万円 2億9,208万円 3,027万円

老人保健施設事業の決算状況

区　　分 収　　入 支　　出 純 利 益

収益的収支

資本的収支

簡易水道事業の決算状況

区　　分 収　　入 支　　出 純 利 益

収益的収支

資本的収支

普 通 会 計 一般会計と凶荒予備事業特別会計を合算し一つ
の会計としたもの 企 業 会 計 町が住民の福祉の増進を目的に設置し、直接経

営する企業の会計

町 税 町民の皆さんに町に納めていただく税金（町民
税や固定資産税など） 実質赤字比率 普通会計の赤字額から財政運営の深刻度を判断

する比率

地方交付税
町が一定の行政サービスを行うために、国から
町に交付されるお金。普通交付税と特別交付税
がある

連結赤字比率 全会計の合算による赤字額から財政運営の深刻
度を判断する比率

地方譲与税 国税として徴収したものを、国が町へ譲与した
お金 実質公債比率 各会計の借金を返済するための支出額から資金

繰りの危険度を判断する比率

投資的経費 道路や学校の建設などに要する経費（普通建設
事業費、災害復旧事業費） 将来負担比率 決算時点での借金の残高や将来負担する退職金

などから財政への圧迫度を判断する比率

義務的経費 法令などによってその支出が義務づけられてい
る経費（人件費・扶助費・公債費） 資金不足比率 公営企業ごとの資金不足から経営状況の深刻度

を判断する比率

特 別 会 計 特定の事業を行うために一般会計と区分して設
置している会計

　

用語の解説

●特別会計

●企業会計



各
比
率
と
も
基
準
を
大
き
く
ク
リ

ア
し
健
全
性
を
維
持

　
自
治
体
の
経
営
破
た
ん
を
未
然

に
防
ぎ
、
財
政
状
況
が
悪
化
し
た

団
体
に
は
早
期
に
健
全
化
を
促
す

こ
と
を
目
的
と
し
た
財
政
健
全
化

法
に
よ
り
、
各
比
率
を
算
定
し
、

議
会
へ
報
告
・
公
表
す
る
こ
と
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
健
全
化
判
断
比
率
の
う
ち
、
い

ず
れ
か
一
つ
で
も
早
期
健
全
化
基

準
以
上
と
な
る
と
早
期
健
全
化
団

体
と
な
り
、
財
政
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
が

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　
同
様
に
財
政
再
生
基
準
以
上
と

な
る
と
財
政
再
生
団
体
と
な
り
、

財
政
再
生
計
画
を
策
定
し
た
う
え

で
国
・
県
の
強
力
な
関
与
の
下
で

確
実
な
財
政
再
建
を
実
行
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
す
。

　
久
万
高
原
町
は
各
比
率
と
も
基

準
を
大
き
く
ク
リ
ア
し
、
健
全
性

を
維
持
し
て
い
ま
す
。

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め

に
活
用

対
前
年
度
比
８
・
２
％
の
減

　
町
の
貯
金
で
あ
る
基
金
は
、
法

令
な
ど
に
基
づ
き
特
定
の
目
的
に

使
う
た
め
に
設
置
さ
れ
て
お
り
、

将
来
の
投
資
へ
の
備
え
と
し
て
積

み
立
て
、
活
用
し
て
い
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
末
の
普
通
会
計
の

基
金
の
残
高
は
、
対
前
年
度
比
４

億
８
０
８
６
万
円
減
の
54
億
７
６

０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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〈健全化判断比率〉 R4比率 R3比率 早期健全化基準 財政再生基準
実 質 赤 字 比 率 ― ― 14.53 20.0 

連結実質赤字比率 ― ― 19.53 30.0 

実質公債費比率 10.2 10.4 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率 ― ― 350.0 ―
〈資金不足比率〉 R4比率 R3比率 経営健全化基準
資 金 不 足 比 率 ― ― 20.0 

※赤字が生じない場合は「－」で表示。

（単位：％）

　　　　

計
画
的
に
借
り
入
れ
を
圧
縮

対
前
年
度
比
14
・
７
％
の
減

　
町
が
、
大
き
な
事
業
を
行
う
た

め
に
借
り
入
れ
る
お
金
の
こ
と
を

「
町
債
」と
い
い
ま
す
。主
に
公
共

施
設
整
備
や
社
会
資
本
整
備
の
実

施
の
た
め
に
借
り
入
れ
て
お
り
、

こ
の
借
り
入
れ
に
よ
っ
て
世
代
間

の
負
担
を
公
平
に
し
て
い
ま
す
。

　
令
和
４
年
度
末
の
借
金
残
高
は

前
年
度
比
で
19
億
８
８
９
４
万
円

減
の
１
１
５
億
８
３
２
２
万
円
と

な
っ
て
い
ま
す
。

普通会計 特別会計 企業会計

町債残高の推移 基金積立の推移

(億円)
H30 R元 R２ R３ R４
財政調整基金 減債基金 その他基金

５
　
基
金
（
普
通
会
計
）

６
　
町
債
（
全
会
計
）

４
　
健
全
化
判
断
比
率
と

　
　
資
金
不
足
比
率

町
民
１
人
あ
た
り
の
貯
金

72
万
９
千
円

町
民
１
人
あ
た
り
の
借
金

１
５
６
万
１
千
円

70

60

50

40

30

20

10

63.3
59.8 59.7 58.9

54.1
24.9

22.4 20.7 18.8
17.6

1.9 2.0 2.0 2.5
2.5

36.5 35.4 37.0 37.6 34.0

24.9
22.4 20.7 18.8

17.6

1.9 2.0 2.0 2.5
2.5

36.5 35.4 37.0 37.6 34.0

億円)(
H30 R元 R２ R３ R４

150

100

50

138.9 139.6 134.8 135.7

115.830.7 28.0 24.5 21.7

15.5

26.3 24.2 21.9 19.8
15.4

81.9 87.4 88.4 94.2 84.9

30.7 28.0 24.5 21.7

15.5

26.3 24.2 21.9 19.8
15.4

81.9 87.4 88.4 94.2 84.9


